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研究成果の概要（和文）：圧力団体、社会団体、政策ネットワーク、有権者等調査によって以下を検証。現代日本では
、若年よりも老年世代が、非生産よりも生産セクターがより組織化され、国際比較的にみた特徴をなす。また戦後形成
の古い団体が頑強であり、新興団体の利益表出は限定的で、団体世界は縮小している。この状況下で起きた2009年政権
交代は、政治過程における団体行動によるものであると考えることは難しい。むしろ頂上レベルでは、団体行動は政権
交代を受けて変化した。市民社会は政治変動に応じて変化しやすく、2009年政権交代の影響は頂上レベルを中心とした
限定的なものであったことを示唆している。地球環境政策ネットワークもほぼ変化がない。

研究成果の概要（英文）：By surveying pressure groups, associations, policy network, and constituencies, 
we have found the following. In contemporary Japan, compared to older generations, the younger are less 
organized. And also non-manufacturing sector is less organized than the manufacturing. Viewed 
internationally, this characterizes Japan’s distinctiveness. Also, while older associations established 
after WWII are still robust, new associations have been modest in interest aggregation. Overall, the 
world of associations is shrinking. Under such social environment, it is difficult to assume that the 
initiatives taken by associations resulted in the governmental change in 2009. The change of government, 
however, affected the activities of the peak associations. Civil society is easily impacted by changes in 
politics. Our study shows that the effects of the change of government in 2009 were mainly found at the 
peak level. Almost no changes have been found in the Global Environmental Policy Network.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 

2009年秋、1955年以後初めて日本において
選挙による与野党逆転、政権交代という政治
の大変動が生じた。新政権は、次々と新しい
政策アイディアを打ち出すとともに、政・官
関係、審議会、特別会計、公益法人の改革な
ど、本格的な政治・社会関係の再編成を行う
ことを宣言した。こうした改革が実現される
なら、1955年以来の自民党を中心とした一党
優位型政党制において構築されてきた政
治・社会関係、政策ネットワークが、そのパ
ラダイムごと大きな変化を被る可能性があ
った。それがいかなる構造や性格を持つかは、
政治体制の新しい質を考える上で極めて重
要であると考えられた。 
本研究の代表は、これまでに日本の主要な
約250の全国団体を対象とした３次に亘る圧
力団体調査（1980年、1993年、2003－4年）
に中心的成員として参加してきた。また、政
策ネットワークに関しても、100以上のアク
ターを対象として、1989－92年の日米独につ
いて労働政策ネットワーク調査、97年には日
韓米独について地球環境政策ネットワーク
（GEPON）調査を代表として実施していた。
さらに2006－8年には、日本全国の3レベルの
市民社会組織調査と市区町村調査（JIGS2、5
万件）を実施していた。 
 
２．研究の目的 
 
日本における政権の変動、公共政策の変化
といった一連の政治変動が、どのような衝撃
を、政策過程や市民社会に与えるかを、複数
レベルの調査を行い検証する。政治構造が実
質的に変化したとすれば、最初に中央政府や
政党と緊密な関係を有し利益の確保に努力
する圧力団体の態度に変容が生じ、それとと
もにアクター間の政策ネットワークが変容
し、さらに分権改革とともに地方政府や草の
根の市民社会に波及すると予想される。本研
究は順次、１）圧力団体、２）政策ネットワ
ーク、３)地方政府・市民社会を体系的に調査
し、圧力団体、政策ネットワーク、市民社会
の３レベルから日本政治の構造変動と政
治・社会関係の変容を比較政治的に解明する
ことを目的とする。世界の学界においても、
政治と社会関係の体系的な実証研究は少な
い。今回は 2009 年以後の現代日本社会を素
材として行うこととした。 
 
３．研究の方法 
 
「一党優位政党制以後」の国際比較、既遂
の 10 カ国以上の市民社会組織調査の比較、
さらに日本市民社会・地方政府データから、
仮説を設定する。次いで、圧力団体、地球環
境政策ネットワーク、４種類の市民社会組織
と地方政府を対象として調査を順次行い、諸
仮説を検証する。但し、以上の方法は政治状
況の変化によって一部修正した（後述）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A 圧力団体調査とは、日本の政治において、
最も重要な働きをすると考えられる約 250の
組織を対象とし、その政治、行政機関との関
係、他の団体、下部組織との関係、メディア
との関係などを総合的に把握する調査であ
る。既に 3回の実績があり、4回目である。 

B政策ネットワーク調査とは、労働や環境、
福祉など特定の政策領域ごとに重要政策を
決定することに関与する主要なアクターを
専門情報通による評判調査で抽出し、政策志
向や決定事例への態度、意見とともに、アク
ター間相互の情報交換や支援支持関係を直
接質問紙インタビューによって回答を得る。
その結果をネットワーク分析によって、相互
関係、ネットワーク関係、中心性、相互の入
出力関係などとともに、ネットワークの形
（構造）を析出するものである。今回は実績
のある地球環境政策領域を取り上げた。 

C 市民社会組織・地方政府調査とは、2006
－08 年に実施した調査（JIGS2）の一部を再
度実施しようとするものである。この調査は、
日本全国の社会団体（電話帳所収）、NPO 法
人の全部、自治会・町内会等の 1割を対象と
して行われ、また別途 1800弱市区町村にも 4
部署 4種類の調査票を送付し、市民社会と自
治体の関係を検討したものである。今回は、
そのうち 25 程度の 4 調査完了地域およびそ
の他それと対比すべき 25 程度の地域で、同
様の調査を行い、2009年以前と以後の地方市
民社会の状況を対比することを予定した。 
 
＊状況の変化を織り込んだ実査方法の策定 
本研究は、2009 年政権交代以後の政治構造
変化を把握しようと考えた。しかし、新政権
は、米軍基地移転問題の混迷、日中関係の悪
化さらに、東日本大震災の発生によって弱体
化した。当初は 2011年、12年、13年の各年
度に、ABCと段階的に調査を遂行する予定で
あった。しかし、こうした団体をとりまく状
況の変化を受け、調査時期・対象の再確定作
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業が必要となった。震災による調査回収作業
の困難化も予想された。こうしたことから調
査を以下のように修正し実施した。 
 A*圧力団体調査：本研究では、調査対象の
選定作業における手続き的な透明性を高め
るため、政権交代（2009年）をまたぐ 4年間
（2008～11年）の①参議院議員選挙全国区で
の候補者推薦・支援経験（58 団体）、②国会
への出席経験（170団体）、③審議会等への委
員派遣経験（270団体）、④省庁への税制改正
要望提出経験（110団体）、⑤過去 3次の圧力
団体調査への協力経験（313 団体）等を基準
とし、675 団体を調査対象として確定した。
そして、面接法と訪問留置法を併用したサー
ベイ調査を実施した。実査は集中的に 2012
年 5月から 8月にかけて野田佳彦政権下で実
施された。全体の回収率は 44.1％であり、当
初の予定を上回る 298団体からの回答を得た。 
 B*政策ネットワーク調査：本調査では、
1997 年に実施した第１次調査との比較可能
性を考慮しつつ、温暖化問題に対する多様な
関心の在り方を念頭に、1) 環境政策に関わる
政府内アクターと政党、2) 温暖化問題に関す
る政策形成過程への参加、3) 温暖化ガス排出
削減による利害の有無（排出量と環境ビジネ
ス）、4) 温暖化対策に取り組む環境 NGO、5) 
マス・メディアという５点に着目し、①第１
次調査での回答経験、②COP15 と COP17 へ
の参加経験、③環境 NGOデータベースの「目
的・活動」の欄に温暖化・気候変動への言及
が含まれ、かつ年間予算規模が１億以上の
NGO、④温室効果ガス排出量が上位５位の企
業、⑤朝日・日経の各紙で 2011 年以降に 10
万 kWの再生可能エネルギー事業計画が取り
上げられた企業、⑥衆議院の議席数で上位５
位の政党、⑦温暖化関連４法案の全てで国会
に招致された組織⑧発行部数上位５位の新
聞とテレビ局、という８つの基準のいずれか
を満たす 172の組織を対象に面接法と訪問留
置法を併用した調査を 2012年 11月に開始し、
107組織からの回答を得た（62.2%）。 

C*市民社会組織調査 
本調査は 2013 年度に行われる予定であっ
た。しかし 2009 年以前のデータとの比較検
討を行うためには、民主党政権下における市
民社会動向を把握することが必要不可欠で
ある。12年には民主党が与党の座から転落す
る可能性が高まった。そこで、当初の計画を
前倒しし、山形県、愛知県、京都府、大阪府、
福岡県、沖縄県の社会団体を対象とした緊急
調査を実施した。また、同一内容の調査を震
災関連プロジェクトで被災地域の岩手県、宮
城県、福島県、茨城県、東京都で実施し、学
術的必要から合算集計した。JIGS2(2006-07
年実施)の母集団リストから上記府県を取り
出し、i タウンページのカテゴリごとに 50%
無作為抽出を行った。その結果、母集団 33,340
から 16,746の社会団体が抽出され、所在不明
団体等を除いた 14,477 団体が本調査の郵送
調査対象となった。調査は 2012年 11月に開
始されたが、12月16日に総選挙が予定され、

回収作業の難化が推定された。そのため、専
用ウェブサイト上での回答も可能とし、合計
3,270回答を得た（回収率 22.8%）。 

D*有権者意識調査：Cの調査は、4種類の
市民社会組織・地方政府調査を計画したが、
上記の政治状況変化によって、3 種類を取り
やめ、別途 2種の有権者調査を実施した。 

D-1平成 25年度 有権者の団体所属と政治
意識に関する全国調査：住宅地図に基づき層
化三段無作為抽出法で作成した名簿リスト
に対して調査員による訪問面接法で実施し、
データを集計。調査期間：12 月６日 ～ 15
日日本対象数＝2000回答数＝1,199（20.0%）
(回答不能 801、内、転居 56、不在 312など） 

D-2 平成２６年度 有権者の団体所属と政
治意識に関する日韓米独インターネット調
査、調査期間：2014 年 10 月 6 日～10 月 27
日、 調査対象：モニターを対象とした年齢、
性別に基づく層化抽出法。 
日本配信数 ＝6,149回答数 ＝1,035（16.8%） 
米国配信数 ＝126,000回答数＝1,036（0.8%） 
ドイツ配信数＝48,002回答数 ＝1,036（2.2%） 
韓国配信数 ＝56,002回答数 ＝1,036（1.8%） 
 
４．研究成果 
 
本研究では、研究成果と討議を精力的に国
際的な場で行い発信に努めた。特に 2013 年
度には、Taiwan University, Barcelona Centre for 
International Affairs, International Conference 
and Academic Seminars on BRICs Studies, 
Shanghai, China等、主要な研究機関で成果を
報告し、多くの国内学会で報告した。また 3
冊の報告書も刊行した。2014年度にも XVⅢ 
International Sociological Association World 
Congress of Sociologyや The Annual Meeting of 
the Association for Asian Studiesなど国際学会
で発表し、国内諸学会、École des hautes études 
en sciences sociales (Paris), Peking Universityな
ど主要な研究機関で成果を報告した。3 冊の
報告書も刊行した。 
現在研究を総合するため分析を継続して
いる。ここでは各調査結果での暫定的な知見
の一部を紹介する。 
有権者調査から明らかになった知見は以
下の 2点である。第一に、日本の団体世界は
縮小傾向にある。現在の日本社会では急速に
脱組織化が進んでおり、特に若年層の団体加
入率が低い。したがって、現存する団体の動
向を、民意そのものと捉えることには慎重で
なければならない。第二に、日本人の 団体
活動への参加は団体加入よりも低い数値が
計測されている。いわゆる「幽霊会員」が各
種の団体に存在している。唯一の例外は趣
味・スポーツ団体であり、加入者と積極的な
活動参加者がほぼ同程度である。 
 社会団体調査から明らかになったのは以
下の 3点である。第一に、社会の中に存在す
る利害には組織化されやすいものとされに
くいものがある。現存する団体の分布には大
きな偏りが見られる。それを端的に述べれば、



①生産セクターの優位、②古い団体の優位と
いうことになる。第二に、近年設立された新
興の団体は、福祉団体や市民団体で多い。そ
の内容を精査すると、事業型団体が増えてい
る。こうした団体の増加を、55年体制期にお
けるかつての福祉団体や市民団体のイメー
ジに引きずられて、社会における新しい価値
を推進する団体が増加したと考えることに
は慎重でなければならない。第三に、新興の
団体の中には外部支援を受けるものがあり、
政府の誘導によって団体形成が促されてい
る側面がある。他方で、新興の団体の多くは
設立から一定の時間を経て、団体内部で世代
交代の問題に直面しており、新しい領域にお
ける団体の行方は必ずしも盤石ではない。 
 社会団体調査と圧力団体調査の比較から
明らかになったのは以下の 3点である。第一
に、2009年の政権交代による団体世界の変化
は、利益団体レベルでは緩やかだった。たし
かに、政党や行政との接触パターンは農林水
産業、労働、行政関係、専門家団体で変化し、
政党接触では自民党の一党優位構造が弱体
化した。しかし、いずれの点でも全体の趨勢
を大きく変化させたとまで言うことはでき
ない。第二に、団体と行政との関係も、本稿
のデータ集計からみる限りは持続しており、
中央省庁は依然として団体の重要な情報源
となっている。しかし、両者の関係には質的
な変容が生じている可能性が高い。第三に、
頂上レベルの圧力団体は、他の団体よりも政
治状況の変化に追随しやすい。2009 年の政権
交代の後、予算編成や税制改正をめぐって 
政治家への働きかけが活発化し、政党接触で
は自民党と民主党が拮抗する状況になった。 
 ネットワーク調査から明らかになったの
は以下の点である。ネットワークの基本構造
は、GEPON１（1997 年）時点と基本的に変わ
っていない。現時点では以前より一極化して
いる。つまり政府はより権力をコントロール
し続け、市民社会は相変わらず弱体である。
こうしたネットワークパタンが、日本をして
地球環境政策形成において前進的な政策で
はなく、「どっちつかず中間的な」政策位置
をとらせている可能性がある。 
 以上の調査分析結果を総合し、2009 年政権
交代と再度の自民政権復活の政治構造を理
論的に説明する書物を執筆予定である。 
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